
構造改革特別区域計画 

 
１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

世田谷区 
 

２ 構造改革特別区域の名称 
世田谷ＩＴ人材育成特区 
 

３ 構造改革特別区域の範囲 
東京都世田谷区の全域 
 

４ 構造改革特別区域の特性 
(１) 世田谷区の地勢・人口 
 世田谷区は、東京 23区中の西南端に位置し、東は目黒区・渋谷区、北
は杉並区・三鷹市、西は狛江市・調布市、南は大田区とそれぞれ接し、

さらに多摩川をはさんで神奈川県川崎市と向かい合っている。区域の形

は、東西約 9km、南西約 8kmのほぼ平行四辺形である。面積は 58.08k
㎡である。 
 平成 18年 4月 1日現在の住民基本台帳では総人口 814,867人、総世
帯数420,902世帯で、東京23区中第1位。人口密度は1 k㎡あたり14,029
人。都心に近いうえ、交通の便のよい良好な住宅地としての性格が強く、

大正の初めから急激な勢いで人口が増加してきたが、全域に市街化が進

み、昭和 62年をピークに減少傾向にあった。しかし、平成 8年からは再
び増加傾向に転じている。 

(２) 世田谷区の情報化 
 地域社会が少子高齢化、環境問題、地域活性化など多くの課題を抱え

る中で、地方公共団体に対する地域の住民・企業等のニーズが高まって

きており、これに対して、質の高い行政サービスをどのように提供する

かが問われている。 
 また、地方自治体は、住民や企業等のニーズの高度化・多様化に的確

に対応する行政サービスの提供のみならず、自ら地域の発展と活性化を

促進する「地域経営」の担い手としての役割が重要になってきている。 
 こうした中で、当区においては、ＩＴの便益を最大限に活用し、行政

サービスの質的な向上と行政の簡素化・効率化を同時に実現するために、

特に「経営革新」のための手段としてＩＴを活用することを「電子政府

世田谷」として位置付け、その実現を目指している。平成 17年 3月に策



定した「電子政府世田谷推進計画」においては、「電子政府世田谷の目標

および基本方針」（平成 15年 2月）を継承したうえで昨今のＩＴ環境の
現状を踏まえ、今後 3年間で実現を目指す新たな目標として以下の 4つ
の柱を設定し、具体的なＩＴ施策を展開している。 
 ■ 区民に役立ち利便性を高める情報化 
 ■ 地域社会の活性化のための情報化 
 ■ 行政事務の効率化と高度化に向けた情報化 
 ■ 信頼と安心のできる情報化 
 

５ 構造改革特別区域の意義 
 今日の行政サービスでは、高度なＩＴの利用を推進するとともに、地域コ

ミュニティと協働した区民生活に直結する情報化への取り組みが求められて

いる。中でも、地域社会の活性化に代表される地域課題の解決を支援する情

報化が重要視されている。また、地域情報化は、地域の個性を育み、地域社

会を構成する区民や事業者等が、自ら主体的にかかわり推進していく必要が

ある。これら地域における情報化を推進していくにあたって、ＩＴに関する

知識・スキルを持った人材を数多く確保することが必要である。 
 「初級システムアドミニストレータ試験」や「基本情報技術者試験」に関

する特例措置を活用することで、当該資格やＣＩＷ資格を持った人材を育成

し、これらの活動を担う優れた「ＩＴ人材」を輩出することは、地域情報化

の活性化を図るうえで、重要な意義がある。 
 また、当該特例措置を活用した講座を開設することで、技術の向上や資格

取得を目指す学生・求職者などが区外から流入することも予想され、若年層

の優秀なＩＴ人材を育成・輩出することができ、社会人においてはキャリア

アップ・スキルアップを図ることができる。これらの人材育成により、区内

企業においても優秀なＩＴ人材確保に繋がり、産業の振興、さらには地域情

報化の活性化に寄与することが期待できる。 
  
６ 構造改革特別区域計画の目標 

(１) 資格取得による優れたＩＴ人材の育成 
 本特例措置を活用することにより、初級システムアドミニストレータ

試験及び基本情報技術者試験の午前試験が免除され、受験者は午後の実

務試験への対策に集中できることから、効率的な学習ができ、本番試験

での負担が軽減され、当区内における学生や求職者の資格取得を促進し、

合格率の向上、合格者の増加が見込まれる。本特例措置を活用した講座

開設の３年後には、各試験の受験者の合格率が、全国平均合格率の１.５



倍程度となることを目標とする。 
 初級シスアド 基本情報技術

平成１７年度秋期試験合格率（全国） ２７．４％ １２．８％

特例措置活用（3年後目標値） ４１％ １９％

(２) 地域情報化の主役となる高度なＩＴ人材の育成と地域活性化 
 情報処理技術者資格取得者の増加により、地域におけるＩＴ活用の担

い手となるＩＴ人材の増加が期待できる。高度な能力を持ったＩＴ人材

が、当区内の企業へ就職あるいは起業などを行ったり、またボランティ

アなどを通し、地域における情報化の取り組みに参加することで、区内

における情報化、地域活性化に寄与するものと期待される。 
 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効

果 
初級システムアドミニストレータや基本情報技術者資格については、企

業から一定の評価がされ、有資格者は、就職に有利な状況がある。学生や求

職者がこれらの資格を取得しやすくなることは、就職支援につながる。また

本講座を修了することにより、国際インターネット資格である CIWを取得
する者が増加するほか、さらなる上位資格を目指すなど、ＩＴ人材の育成が

図られる。 
これら有望なＩＴ人材が地域企業で就業あるいは起業を志したり、さま

ざまな形で地域活動にも参加することが期待されるなど、地域の活性化、情

報化推進に資することができる。 
 

８ 特定事業の名称 
1131(1143) 修了者に対する初級システムアドミニストレータ試験の午前

試験を免除する講座開設事業 
1132(1144) 修了者に対する基本情報技術者試験の午前試験を免除する講

座開設事業 
 

９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業に

関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が

必要と認める事項 
■ 地域社会の活性化のための情報化 
計画事業１：地域ポータルサイトの構築・運営支援 

区民や事業者が主体的な情報提供・発信をし、地域活動への参加や

区民・事業者同士、区民・事業者と行政などのコミュニケーションを



促進し、地域を活性化させる。また将来的には、区民や事業者がサイ

トの自主的運営を担うことをめざす。 
 
計画事業２：ＧＩＳ情報の区民利用の拡大 

行政情報として活用している地理情報を、インターネットを利用し

て区民や事業者に公開・提供し、地域活動の促進に資する。 
 
計画事業３：公共施設等におけるＩＴ環境の整備 

区民センターや地区会館などにインターネットを利用できる環境を

整え、区民や団体等の地域活動におけるＩＴ利用を支援する。 



別紙１ 
 
１ 特定事業の名称 

１１３１（１１４３） 修了者に対する初級システムアドミニストレータ試験の午前試験を 
免除する講座開設事業 

 
２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 
（１）株式会社エイ・トゥ・ワイ（ハロー！パソコン教室自由が丘校） 

所在地：東京都世田谷区奥沢５－４１－５ ソルフィオーレ自由が丘２階 
（２）日本ＣＩＷ普及育成協議会（ＪＡＣＣ）［修了認定に係る試験の提供者］ 

所在地：東京都千代田区鍛冶町１－５－７ 江原ビル５F 
 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 
構造改革特別区域計画が認定された日 

 
４ 特定事業の内容 
（１）経済産業大臣が告示で定める履修項目に応じた履修計画 

「初級システムアドミニストレータ試験講座」（ＣＩＷ併用コース） 
別添資料１のとおり 

当該講座の運営に当たって、履修内容の詳細について経済産業大臣もしくは独立行政法

人情報処理推進機構（ＩＰＡ）に相談を行い、助言があった場合には対応することとする。 

 
（２）修了認定の基準 

ア 民間資格を取得するための試験「ＣＩＷファンデーション」試験を受験し、これに

合格することによって認定される「ＣＩＷアソシエイト」資格を取得した者で、かつ

履修計画にある講座に 7 割以上出席した者に対し、修了認定に係る試験の受験資格を
与えるものとする。 

イ 有資格者に対し修了認定に係る試験を実施し、日本ＣＩＷ普及育成協議会（ＪＡＣ

Ｃ）の定める合格基準を満たした者について、修了を認定するものとする。ただし、

当該の試験問題が、独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）の審査によって認めら

れなかった場合は、独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）の定める合格基準を満

たした者について、修了を認定するものとする。 
 
（３）修了認定に係る試験の実施方法 

ア 修了認定に係る試験は、日本ＣＩＷ普及育成協議会（ＪＡＣＣ）が作成し、独立行政

法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）の審査によって認定された問題を使用し、実施するも

のとする。 
イ 上記アに関連し、当該の試験問題が、独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）の審



査によって認められなかった場合は、独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）が提供

する問題を使用して修了認定に係る試験を実施する。 
ウ 修了認定に係る試験の会場は、当該規制の特例措置の適用を受けようとする者が特別

区域内に指定した施設とする。 
エ 修了認定に係る試験の採点事務は、当該規制の特例措置の適用を受けようとする者の

うち、日本ＣＩＷ普及育成協議会（ＪＡＣＣ）が行うものとする。ただし、日本ＣＩＷ

普及育成協議会（ＪＡＣＣ）が認めた場合にあっては、この事務を指定した者に代行さ

せることができる。 
オ 講座の修了を認めた者の氏名、生年月日及び試験結果については、当該民間資格の取

得を証する写しと併せて、独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）に通知する。 
 
（４）民間資格の名称及び当該民間資格を取得するための試験の試験項目 
資格名称：「ＣＩＷアソシエイト」 
試験科目：「ＣＩＷファンデーション」 
民間資格を取得するための試験の試験項目：表に示すとおり 
 出題分野  試験項目 

(A) インターネットの概論 1 インターネット・コンセプト 

  ２ インターネット・インフラ 

（Ｂ） インターネットの利用 １ Web コンセプト 

  ２ Web サービスの利用 

  ３ データ・リサーチ 

（Ｃ） インターネットのメディア １ オブジェクト・データ 

（Ｄ） セキュリティの技術 １ セキュリティ・リテラシー 

  ２ セキュリティ・マネジメント 

  ３ セキュリティ・テクノロジー 

  ４ ファイアウォール 

（Ｅ） e ビジネスの設計 １ e コマース 

  ２ マネジメント・ナレッジ 

（Ｆ） ネットワークの基礎 １ ネットワーク・コンセプト 

  ２ ネットワーク・アーキテクチャ 

（Ｇ） ネットワークの設計 １ ネットワーク・コンポーネント 

  ２ ネットワーク・テクノロジー 

（Ｈ） インターネットワーキング １ インターネット・アーキテクチャ 

  ２ ネットワーク・デザイン 

  ３ ネットワーク・マネジメント 

 
 



 出題分野  試験項目 

（Ｉ） インターネットサービスの構成 １ サービス・コンポーネントⅠ 

  ２ サービス・コンポーネントⅡ 

  ３ サービス・コンポーネントⅢ 

（Ｊ） システムの開発 １ サーバサイド・スクリプト 

  ２ データベース 

（Ｋ） サイト開発の基礎 １ サイトデザイン・コンセプト 

  ２ HTML 

（Ｌ） サイト開発の実践 １ HTML コーディングⅠ 

  ２ HTML コーディングⅡ 

  ３ HTML コーディングⅢ 

  ４ HTML コーディングⅣ 

（Ｍ） サイト開発の応用 1 ツールの使用 

  ２ 拡張言語テクノロジーⅠ 

  ３ 拡張言語テクノロジーⅡ 

当該民間資格を取得するための試験の使用言語：日本語 
当該民間資格を取得するための試験の提供開始日：平成１３年６月 

 
５ 当該規制の特例措置の内容 

本特例措置は、内閣総理大臣の認定を受けた構造改革特別区域内において開設される講座

の修了を認められた者が、当該認定講座の修了を認められた日から１年以内に、初級システ

ムアドミニストレータ試験を受験する場合には、情報処理技術者試験規則別表に掲げる当該

試験に係る試験の科目のうち第１号に規定する情報処理システムに関する基礎知識及び第

２号に規定する情報処理システムの活用に関する共通的知識を免除するものである。 



別紙２ 
 
１ 特定事業の名称 

１１３２（１１４４） 修了者に対する基本情報技術者試験の午前試験を免除する講座開設

事業 
 
２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 
（１）株式会社エイ・トゥ・ワイ（ハロー！パソコン教室自由が丘校） 

所在地：東京都世田谷区奥沢５－４１－５ ソルフィオーレ自由が丘２階 
（２）日本ＣＩＷ普及育成協議会（ＪＡＣＣ）［修了認定に係る試験の提供者］ 

所在地：東京都千代田区鍛冶町１－５－７江原ビル５F 
 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 
構造改革特別区域計画が認定された日 

 
４ 特定事業の内容 
（１）経済産業大臣が告示で定める履修項目に応じた履修計画 

「基本情報技術者試験講座」（ＣＩＷ併用コース） 
別添資料２のとおり 

当該講座の運営に当たって、履修内容の詳細について経済産業大臣もしくは独立行政法

人情報処理推進機構（ＩＰＡ）に相談を行い、助言があった場合には対応することとする。 

 
（２）修了認定の基準 

ア 民間資格を取得するための試験「ＣＩＷファンデーション」試験を受験し、これに

合格することによって認定される「ＣＩＷアソシエイト」資格を取得した者で、かつ

履修計画にある講座に 7 割以上出席した者に対し、修了認定に係る試験の受験資格を
与えるものとする。 
イ 有資格者に対し修了認定に係る試験を実施し、日本ＣＩＷ普及育成協議会（ＪＡＣ

Ｃ）の定める合格基準を満たした者について、修了を認定するものとする。ただし、

当該の試験問題が、独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）の審査によって認めら

れなかった場合は、独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）の定める合格基準を満

たした者について、修了を認定するものとする。 
 
（３）修了認定に係る試験の実施方法 

ア 修了認定に係る試験は、日本ＣＩＷ普及育成協議会（ＪＡＣＣ）が作成し、独立行政

法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）の審査によって認定された問題を使用し、実施するも

のとする。 
イ 上記アに関連し、当該の試験問題が、独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）の審



査によって認められなかった場合は、独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）が提供

する問題を使用して修了認定に係る試験を実施する。 
ウ 修了認定に係る試験の会場は、当該規制の特例措置の適用を受けようとする者が特別

区域内に指定した施設とする。 
エ 修了認定に係る試験の採点事務は、当該規制の特例措置の適用を受けようとする者の

うち、日本ＣＩＷ普及育成協議会（ＪＡＣＣ）が行うものとする。ただし、日本ＣＩＷ

普及育成協議会（ＪＡＣＣ）が認めた場合にあっては、この事務を指定した者に代行さ

せることができる。 
オ 講座の修了を認めた者の氏名、生年月日及び試験結果については、当該民間資格の取

得を証する写しと併せて、独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）に通知する。 
 
（４）民間資格の名称及び当該民間資格を取得するための試験の試験項目 

資格名称：「ＣＩＷアソシエイト」 
試験科目：「ＣＩＷファンデーション」 
民間資格を取得するための試験の試験項目：表に示すとおり 
 出題分野  試験項目 

(A) インターネットの概論 1 インターネット・コンセプト 

  ２ インターネット・インフラ 

（Ｂ） インターネットの利用 １ Web コンセプト 

  ２ Web サービスの利用 

  ３ データ・リサーチ 

（Ｃ） インターネットのメディア １ オブジェクト・データ 

（Ｄ） セキュリティの技術 １ セキュリティ・リテラシー 

  ２ セキュリティ・マネジメント 

  ３ セキュリティ・テクノロジー 

  ４ ファイアウォール 

（Ｅ） e ビジネスの設計 １ e コマース 

  ２ マネジメント・ナレッジ 

（Ｆ） ネットワークの基礎 １ ネットワーク・コンセプト 

  ２ ネットワーク・アーキテクチャ 

（Ｇ） ネットワークの設計 １ ネットワーク・コンポーネント 

  ２ ネットワーク・テクノロジー 

（Ｈ） インターネットワーキング １ インターネット・アーキテクチャ 

  ２ ネットワーク・デザイン 

  ３ ネットワーク・マネジメント 



 
 出題分野  試験項目 

（Ｉ） インターネットサービスの構成 １ サービス・コンポーネントⅠ 

  ２ サービス・コンポーネントⅡ 

  ３ サービス・コンポーネントⅢ 

（Ｊ） システムの開発 １ サーバサイド・スクリプト 

  ２ データベース 

（Ｋ） サイト開発の基礎 １ サイトデザイン・コンセプト 

  ２ HTML 

（Ｌ） サイト開発の実践 １ HTML コーディングⅠ 

  ２ HTML コーディングⅡ 

  ３ HTML コーディングⅢ 

  ４ HTML コーディングⅣ 

（Ｍ） サイト開発の応用 1 ツールの使用 

  ２ 拡張言語テクノロジーⅠ 

  ３ 拡張言語テクノロジーⅡ 

当該民間資格を取得するための試験の使用言語：日本語 
当該民間資格を取得するための試験の提供開始日：平成１３年６月 

 
５ 当該規制の特例措置の内容 

本特例措置は、内閣総理大臣の認定を受けた構造改革特別区域内において開設される講座

の修了を認められた者が、当該認定講座の修了を認められた日から１年以内に、基本情報技

術者試験を受験する場合には、情報処理技術者試験規則別表に掲げる当該試験に係る試験の

科目のうち第１号に規定する情報処理システムに関する基礎知識及び第２号に規定する情

報処理システムの開発に関する共通的基礎知識を免除するものである。 


